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研究成果の概要（和文）：研究期間中に5回のパネル調査を実施し、高校時代の教育・職業選択と現在のライフ
スタイルや意識との関係、またCOVID-19パンデミックが生活にもたらした影響などを分析した。主な知見は以下
の通りである。専攻分野や職業選択に性差はあるが、伝統的な性役割意識を維持するか否かだけではなく、ケア
労働志向や母親の職業観などが複雑に影響しあっている。貸与型奨学金の利用者は教育に価値を置く者に偏って
いる。パンデミック時に男性の精神健康が改善する一方で、女性の精神健康は悪いままで高止まりしていた。ま
た、伝統的に用いられてきた回顧法の中学校時代自己評価成績は成績の代理指標として概ね妥当であることも明
らかになった。

研究成果の概要（英文）：In 2019, we conducted a nationwide questionnaire survey, followed by four 
follow-up surveys every year. We analyzed the relationship between educational and occupational 
decisions made during high school, individuals' lifestyles and attitudes, and the impact of the 
COVID-19 pandemic on their lives. Gender disparities in major and occupational choices were found to
 be complex, diverging not simply based on adherence to traditional gender role, but rather in terms
 of orientation toward care giving and mothers' occupational perspectives. The use of educational 
loans was skewed toward individuals valuing education. The study also observed that mental wellbeing
 of men improved during the pandemic, whereas women's mental health did not. The characteristics of 
the panel survey facilitated a scrutiny of the validity of traditionally used self-assessed measures
 of secondary school academic performance.

研究分野：社会学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
進学、就職は重要なライフイベントだが、その前後を捕捉したパネル調査は、個人の追跡が困難なためほとんど
行われていない。この調査は、過去の社会調査におけるそういった問題点を乗り越えるものである。また調査期
間にCOVID-19のパンデミックが含まれたため、同一個人のパンデミック前後の行動や意識の変化を捉えることが
できる点も意義が大きい。オンラインデータでの回収と郵送票の回収の併用、また一部の質問項目の指標の妥当
性など、パネル調査の特性をいかした検証も行うなど、社会調査法分野でも一定の学術的な貢献を達成してい
る。調査項目も多様な分野にわたっており、社会政策的にも重要な知見を提供できると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
(1) 2000 年代以降、日本経済が低迷し、特に若年層の雇用の不安定化や将来設計の難しさが指

摘されるようになった。それゆえ、若年世代ほど教育に投資し、将来のリスクを回避しよう
とすることで高学歴化が進行し、晩婚化、少子化も進んだ。従前から教育社会学を中心に、
学校調査によって中高生の意識や態度を明らかにする研究が存在するが、学校から就職、結
婚、出産という人生の選択に関わるライフイベントを追跡できるような全国サンプルのパネ
ル調査はあまり行われてこなかった。 
 

(2) 本研究グループの一部メンバーが 2012 年に調査会社のモニターを対象に、当時の高校 2 年
生とその母親を対象とする進路意識調査を実施し、その成果を中澤・藤原編（2015）として
刊行した。そして高校卒業後の進路状況を、2017 年の追跡調査によって把握した。このと
きのデータは、東京大学社会科学研究所の SSJ データアーカイブに寄託され、二次分析研
究会を組織し研究を継続していたこと、またこの調査のサンプルの多数派が大学進学者であ
ったこともあり、学校から就職へのトランジションとその後の状況を追跡できる条件も備え
ていたこと、質問紙調査の経験が豊富なメンバーがそろっていたことなどから、追跡調査を
行う機運がメンバーの中で高まっていた。 

 
２．研究の目的 
 
(1) 2019 年から 5 年間の研究期間で、同一コーホートの若年を追跡調査することにより、学校  

から職業へのトランジション、および離転職の状況、親元からの離家、交際や結婚、出産な
どの家族形成といったライフイベントと、収入、生活習慣や社会意識との関連が検討できる
ように調査設計を行った。また昨今は教育費の高騰が問題となり、特に貸与型奨学金の返還
の実態に関するデータも不足していることから、就職後の返還状況について把握できる調査
項目も含めるようにした。 

 
(2) 研究計画当初、質問紙調査は 2019, 21, 23 の各年度の 3 回行い、2020 年度および 2022 年

度は研究報告に重点を置く予定であった。しかし COVID-19 のパンデミックで、オンサイ
トでの学会報告がほとんど不可能となった。一方で、そのような未曽有の事態が、個人の生
活に及ぼす影響を把握することが本研究の課題であると計画を変更し、2020 年度および
2022 年度も、質問項目は少し減らしつつも、パンデミックが及ぼすライフスタイルや意識
についての調査を行うこととした。結果として、パンデミックの前後の個人内の意識や行動
の変化を比較することも可能となった。 

 
３．研究の方法 
 
(1) 上の１．(2)に記したように、本研究のきっかけは 2012 年の母子調査に遡る。当時、『学校

基本調査』に基づき、高校 2 年生の性、地域、都市規模が母集団と同じになるように割り
当て母子 1,560 組を抽出し、郵送で調査を依頼、回収できたのは 1,070 組であった。その
後の状況を把握するため、母親を対象に 2017 年に追跡調査を実施し、回収できたのは 778
名であった。この 2012 年調査サンプルが本研究のベースとなるが、今回のプロジェクト対
象者を 2012 年調査のサンプルに限定すると、回収できる人数が大幅に減少することが予想
された。パネル調査では、サンプルの脱落が起きるのが極めて一般的だからである。 

 
(2) 2012 年調査に回答した当時の高校生 1,070 名のうち、連絡のつかない者を除くと、対象者

は 982 名となった。上述の事情から、これだけだと統計的分析を行うのに適切なサンプル
サイズを確保できない可能性があるため、この 982 名だけではなく、同一コーホートを対
象に、2019 年に新規に調査依頼を行うこととした。この新規サンプルの抽出法は 2012 年
と同様であり、性、地域、都市規模が母集団と同じになるように設定した。その結果、2019
年には 1,053 名の新規サンプルを確保できた。2012 年の当初サンプルについては、559 名
回収できたので、2019 年度は 1,612 名のサンプルが回収できたことになる。 

 
(3) 本調査の依頼は、調査会社を通じて郵便で行い、Limesurvey というウェブアンケートシス

テムによって回答できるように準備した。これにより、データ入力作業の省略が可能とな
り、質問紙の調査設計も柔軟に対応できるようになった。一方で、ウェブによる質問紙調査
の回答は、回収率が低くなると言われており（杉野・平沢 2024）、本調査でもその点への
懸念があった。そこで低回収率や脱落の抑止のため、2021 年の調査から回答者にはウェブ
回答だけでなく、紙媒体による回答（郵送回収）のオプションを追加した。多くのパネル調



査では、一旦回答から脱落すると翌年度には依頼しないが、本調査は調査会社のモニター
対象であるため、連絡先が把握できる限りにおいては、前年度に回答されなかったケース
も翌年度には調査を依頼した。その結果、一般的なパネル調査よりは脱落するケースの数
を抑えることができた。 

 
４．研究成果 
 
(1) 本調査のサンプルは母集団からの無作為抽出に基づくものではなく、調査会社のモニターと

いう点で、「モニターに登録しているか否か」というセレクションがかかっている。そのた
め、厳密な意味で母集団からのサンプルの偏りを検証することはできない。とはいえ、近年
調査会社のモニターを対象とした社会調査が増加しており、その回答傾向について振り返っ
ておくことは重要である。本調査は、男女とももともと高学歴に偏っており、この点は調査
会社のモニターであることが反映されていると思われる。その上、2021 年度からのウェブ
回答と郵送回答の選択については、系統だった違いや傾向は見出し難い。ただ郵送での回答
を選択した人に、その理由を尋ねたところ、若年層であるためか、従来言われているような
ネット環境が不十分なのでウェブで回答しない、という人はあまりなく、単に紙の方が回答
しやすいとか、ネットに接続するのが面倒くさい、という理由の方が多かった。一方、ウェ
ブ回答を選択した人の理由の多くも、回答の便利さや負担の軽さを挙げていた。つまり回答
方法の選択は個人の回答のしやすさ（負担感が軽減されるか否か）に依存するが、高学歴や
収入が増えるほどウェブ回答になりがちなこと、不安感や抑鬱傾向が見られる人は（外出の
必要がないからか）若干だがウェブ回答の傾向が見出せることが明らかになった。 

 
(2) もう一つ方法論的な点で、特に教育社会学と階層研究でしばしば用いられてきた変数として

「中学校 3 年時点での自己評価成績」という質問項目がある。これは社会調査において成績
の変数を把握することが難しいため、中学 3 年時の自分の成績を回顧的に 5 段階で評価して
もらうことで、成績の代理指標とするものである。中学 3 年時点での「真の」成績は入手で
きない。本調査はパネル調査であることから、時点間で成績の自己評価に揺らぎがないか（回
顧評価だと、回答時点の地位や環境が成績認知に影響する可能性がある）、また回答者の高
校名が把握できていることから、その入試偏差値によって事実上の中 3 時の客観的成績に近
い数値を獲得できるため、中 3 時自己評価成績と出身高校の入試偏差値との比較を行い、自
己評価の妥当性を検証した。その結果、中 3 時自己評価成績の回答は、時点によらず安定性
があること、また中 3 時自己評価成績と高校の偏差値の相関は強く、いずれを用いても分析
結果にほとんど違いがなく、中 3 時自己評価成績を高校の入試偏差値の代理指標として用い
ることに大きな問題がないことを確認した（中澤 2022）。 

 
(3) 格差や不平等を実感することの多い昨今、特に高等教育の費用負担が話題となっており、政

策的にも奨学金をはじめとする財政支援が注目されている。しかし依然、日本の「奨学金」
は給付ではなく、貸与（ローン）が主流であるという実態があり、返済しなければならない
ため進学忌避を招いている可能性もあり、本当に進学機会の拡大に寄与しているのか、とい
う疑問を生ずる。本調査では、奨学金の獲得や返済実績も詳細に尋ねている。サンプルサイ
ズの関係で細かな分析には限界があるが、概ね次の事実が明らかになった。従来言われてき
たように、高等教育進学には、親学歴や家庭の経済力（収入や貯蓄）が独立に影響している。
ただし親学歴が高いほど、家庭の経済力の影響は減るという交互作用効果が認められた上、
家庭の経済力が不足しているが親の学歴が高い場合は、貸与型の奨学金を積極的に利用して
いる（Furuta 2022）。貸与奨学金についてもう少し踏み込むと、長期間通学すると借金が増
えることを意味するため、貸与奨学金を借りる学生は 4 年制大学ではなく、短期高等教育機
関を選択する傾向があり、また借りる学生自身のリスク認知が、貸与奨学金を利用するか否
かに有意な影響を及ぼしていた。母親の意識は、子と概ね重なりつつも異なる部分があり、
選択しうる専門（職業）によって、将来進学・卒業することで返還が可能と考えれば積極的
に貸与奨学金の利用を促すというように、母親は費用便益の合理的計算に基づく選択を行う
傾向があった（Furuta 2023）。なお、その後の追跡調査によれば、貸与奨学金を利用した者
は、就職後も将来に不安を抱く傾向があり、特に借りた額が大きいとその傾向が強かった。 

 
(4) 高等教育の拡大により、近年教育社会学において関心が集まっているのが、進学機会そのも

の不平等より、進学先の専門の選択である。特に性別による専門の偏りは世界的にも大きな
関心を集めているところであり、日本では学部選択で（いわゆる STEM（Science, Technology, 
Engineering, and Mathematics）分野に女子が少ないなど）著しい性による偏りがあること
が指摘されてきた。本調査は、高校時点の本人や母親の意識と、実際の進路選択をつき合わ
せて検討することが可能な設計になっており、それを活かした成果が公表されている。例え
ば白川（2021）は、母親の性役割意識が子どもの専門の選択に影響を与えている（保守的な
性役割感をもつと、子どもに伝統的イメージに適合的な選択を促す）という仮説は当てはま
らない一方、親の職業観、特に技術専門職志向が STEM 選択を促すこと、それは子どもが
男子の場合、特に強まることを見出した。また田邉（2022）によれば、専門の選択には文系



／理系という軸以外に、STEM／ケアという軸が存在し、文理の男女差は縮小傾向にあるが、
STEM／ケアの軸は伝統的性役割感に引きずられる形で残存し、しかも理系女子は男子より
将来の成功確率を低く見積もりがちで、そうした女子はケア領域を選択する傾向があるとい
う。また髙松（2022）は、大学だけではなく短期高等教育進学者を含めた対応分析を行い、
高校生の進路選択には進学・卒業の難しさ（修学年限）と、職業のジェンダー・ステレオタ
イプという２つの軸があることを見出し、特にこの若年層の女子で専業主婦はほとんどなく、
むしろ専門職志向など職業意識が明確にあることを明らかにした。 

 
(5) 教育社会学の進路選択では、合理的選択理論に基づく相対的リスク回避説（本人の所属する

階級を基準に考えて、その所属階級から転落するリスクのある進路選択は行わない、という
仮説，Breen and Goldthorpe 1997）の検証が繰り返し行われてきた（Jackson 2013）。こ
のモデルは、教育が拡大しても進学機会の格差が縮小しないメカニズムを説明するもので、
進路選択を行う本人の将来に対する主観的成功確率や、出身階級の地位を維持することの主
観的利益を考慮するものである。もともとは英国で提起され、ヨーロッパを中心に検証が重
ねられてきた。本データでそれを検証したところ、日本でも概ねこの仮説は支持されるもの
の、その説明力が弱いという（Fujihara 2023）。 

 
(6) COVID-19 の影響については、メンタルヘルスに関する分析を行い、中澤・藤原（2021）と

して結果を公表している。ただし論文公刊時期の関係で、2019 年から 2020 年の 2 時点の
比較しかしていないので、その後の動向についてここで述べておきたい。本調査では、精神
的健康度を測定する指標である K6 の質問群を毎年設けている。K6 は 0～24 の値をとり、
15 点以上が抑うつ性障害もしくは不安障害の可能性が高いとされる。もともと精神状態は
女性の方が悪くなりがちと言われているが、本調査でもその傾向が出ている。図 1 は K6 の
平均値の推移であり、5 年間一貫して、女性の平均値が男性の平均値より有意に高いスコア
（精神状態が悪い）ことを示している。特に男性はパンデミック後に平均値の低下傾向すら
示している（2021 年はパンデミック前の 2019 年に対し有意に改善している）が、女性は高
止まりしており、2021 年を除くと、コロナ前より男女の差は広がっているように見える。
一方、図 2 では、K6 が 15 点以上の回答者の割合の推移を示している。K6 により、抑うつ
性障害や不安障害の簡易的スクリーニングに用いることができ、スコアが 15 点以上となる
と、そのリスクが高い。男女で統計的に有意な差はないのだが、一貫して若干女性の方が精
神疾患のリスクの高い人の割合が高くなっている。就業状態や収入などで一貫した明瞭な結
果が出ないため、男女差の原因は必ずしもはっきりしないが、対人的なエセンシャルワーカ
ーに女性が多いこと、またそうした対人業務は今回のパンデミックにより大きなダメージを
受けたこと、それゆえパンデミックが収まって以降も、将来の就業継続や安定した生活維持
へのリスクがあると捉えられた可能性がある。 

 
(7) 結婚や家族形成に関してだが、特に性役割意識や女性のライフプランに関する意識を単年度

で尋ねることは先行研究でもあるが、パネル調査として尋ねているものは多くない。特に女
性のキャリアパターンについて、高校生時代は比較的伝統的な性別役割分業観を追認する人
が多かった。しかし年齢が増すと、男女とも伝統的性別役割分業観を維持する人が減り、む
しろ男性の方が結婚後も女性の就業継続を望む声が多くなっていた。ただし、そうした意識
の変化がどういう人で起こりがちなのか、ということは必ずしも明確にはならなかった。 

 
(8) また COVID-19 のパンデミックにより外出制限が課された時期もあったため、交際の機会

が減少した、と言われたこともあった。確かに、外食機会はパンデミック以降減少する傾向
が見出せた。ただ、男女の交際という点に着目すると、本調査のデータの上では、必ずしも
そのような傾向は見出すことができなかった。ただ、もともと結婚意欲の高かった人にとっ
ては、出会いの機会が減少しているという傾向が見出せた。結婚意欲については、この間に
特段の変化はなかった。 
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(9) 本調査は、ある特定のコーホートに限定して、高校時代から約 10 年間のライフコースを追

跡した、日本では類例のない貴重なデータとなっている。しかも 2012 年および 2017 年の
データから、対象者の母親の行動や意識ともつき合わせて分析することができる。親とのか
かわりが、その後の教育達成や進路選択、ライフコースにどう影響するかは、教育社会学に
おける重要な関心の対象であったが、その一端を把握することが可能である。コーホートを
限定していることで、世代効果を考慮する必要がなくなることも本調査データのメリットで
ある。一方で、本調査のプロジェクトではいくつかの課題を残すこととなった。その課題を
以下に列挙する。 

① 昨今の水準の計量的社会分析を行うには、サンプルサイズがやや少ない。そのため、細か
な分析を行おうとすると、サンプルサイズが減ってしまい、推定誤差が大きくなり検出力
が低下する。 

② 調査会社のモニターということもあり、本調査のような特定コーホートに対象を限定する
と、そもそも調査会社のモニターに登録しているサンプルの数の規模に制限があり、低回
収率と相俟って、サンプルを増やすのが難しい。 

③ 母親だけではなく、父親票も回収できれば、分析が広がるだろう。ただ、一方の親しかい
ない子をどう扱うのかとか、仮に両親のデータを集める設計にできても、回答側にとって
は負担増となるので、回収率の低下を導く可能性が高く、そうした懸念を払拭する必要が
ある。 

④ いくつかの日常生活に関する質問の指標は、分析に有効な情報をもたらしていない。例え
ば、インターネットを見ている頻度を尋ねる項目があるが、本調査のコーホートではほぼ
毎日見ている回答者がほとんどであり、尋ねるとすれば「日数」ではなく、1 日の平均時
間の方がよかっただろう。本調査では、他の日常生活の行動の項目と一緒に質問群を作成
したため、この項目については大半が「毎日」と回答されてしまい、分析に使いにくいも
のとなった。 

⑤ 一方で、意識項目を繰り返し聞いたことで、例えば性役割意識などは大きく変化すること
も把握できた。これが年齢効果なのか、それとも社会情勢の変化から影響を受けたのかは
はっきりしないが、これまでクロスセクショナルな調査で尋ねることがほとんどの項目で
あっただけに、項目によっては個人内で変容し得ることが明らかにされた。 

⑥ 将来展望についても尋ねているので、その後社会に出て、かつて思っていた進路を達成し
ているのか、過去の希望や夢を叶えているか、叶えていれば生活満足度は高いのかなど、
様々な切り口から分析することができる。ただし調査自体が終わって間もないだけに、分
析は今後も続けていく所存である。本データはプロジェクトメンバーの間で一定の分析を
行ったうえで、東京大学社会科学研究所の SSJ データアーカイブに寄託する予定である。 
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